
 

情報通信審議会 情報通信技術分科会（第９９回）議事録 

 

１ 日時 平成２５年１２月１３日(金) １４時００分～１５時２３分 

２ 場所 総務省 第１特別会議室（８階） 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

伊東 晋（分科会長代理）、相澤 彰子、相田 仁、青木 節子、 

近藤 則子、鈴木 陽一、知野 恵子、根本 香絵、服部 武、 

廣崎 膨太郎、前田 香織、吉田 進 

（以上１２名） 

 

（２）専門委員（敬称略） 

安藤 真、三木 哲也（以上２名） 

 

（３）総務省 

（情報通信国際戦略局） 

 武井総括審議官、田原技術政策課長 

  （総合通信基盤局） 

   吉良総合通信基盤局長、富永電波部長、菊地総務課長、竹内電波政策課長、 

   森基幹通信課長、布施田移動通信課長、新井衛星移動通信課長、 

星電波環境課長、澤邉電波利用環境専門官 

（４）事務局 

倉橋情報通信国際戦略局情報通信政策課管理室長 

 

４ 議 題 

（１）答申事項 

「航空無線通信の技術的諸問題について」のうち「広域マルチラテレーションシステムの

無線設備に関する技術的条件」 

【昭和 60年４月 23日付 電気通信技術審議会諮問第 10号】 

（２）諮問事項 

  電波防護指針の在り方       

【平成 25年 12月 13 日付 諮問第 2035号】 

（３）報告事項 

  ① 諮問第2033号「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術的条件」（平成25年５月17

日諮問）のうち、「80GHz帯高速無線伝送システムのうち狭帯域システムの技術的条件」

の検討開始について 
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② 諮問第2009号「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」（平成14年９月30

日諮問）のうち、「医療用データ伝送システムの技術的条件等」の検討開始について 
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開  会 

 

○伊東分科会長代理  ただいまから情報通信審議会第９９回情報通信技術分科会を開催い

たします。 

 本日は、徳田分科会長がご欠席でございますので、私が代わりに議事を進めさせていただ

きます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は、委員１５名中１２名が出席されておりますので、定足数を満たしております。 

 なお、審議・報告内容の説明のため、航空・海上無線通信委員会より三木専門委員、陸上

無線通信委員会より安藤専門委員にご出席いただいております。 

 また、本日の会議の模様はインターネットにより中継しております。あらかじめご了承の

ほど、よろしくお願いいたします。 

 

議  題 

 

 （１）答申事項 

「航空無線通信の技術的諸問題について」のうち「広域マルチラテレーションシステ

ムの無線設備に関する技術的条件」 

【昭和６０年４月２３日付 電気通信技術審議会諮問第１０号】 

 

○伊東分科会長代理  それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいります。 

 本日の議題は、答申事項１件、諮問事項１件、報告事項２件の計４件でございます。 

 はじめに、答申事項について審議いたします。 

 電気通信技術審議会諮問第１０号「航空無線通信の技術的諸問題について」のうち「広域

マルチラテレーションシステムの無線設備に関する技術的条件」について、航空・海上無線

通信委員会主査の三木先生からご説明をお願いいたします。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○三木専門委員  三木でございます。 

 それでは、お手元に報告書の概要版がございますので、これを用いまして説明させていた

だきます。 

 最初のページには審議の概要、経過が書いてございますが、本年４月１５日からこの広域

マルチラテレーションシステムの検討を航空・海上無線通信委員会で開催しております。そ

の後、航空監視システム作業班にて、特に航空関係に詳しい方々で３回ほど議論をいたしま

した結果、９月５日に作業班での取りまとめをし、９月１３日の第１０回航空・海上無線通

信委員会の会合で、委員会報告を取りまとめました。 

 その後、いわゆるパブリックコメントを１０月１２日から１１月１１日まで行いまして、
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１件ほど技術的な意見がございましたが、特にこの審議結果を変更するような内容ではござ

いませんでしたので、その旨、１２月１１日に公表すると同時に、今回ご報告する次第でご

ざいます。 

 ２ページに、この審議の背景が大まかに書いてございます。ご承知のように、成田国際空

港では、発着便の頻度を拡張するため、平行した滑走路で同時に離発着を可能にすることに

よって大幅に離発着回数を増やすことを予定しておりますが、このためには非常に精度の高

い航空機の位置の識別監視機能システムが必要になってまいります。ここでご報告する広域

マルチラテレーションシステムは、こういうような非常に密度の高い航空機の監視に効果を

発揮するものでございます。 

 この広域マルチラテレーションシステムについては、既に国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）

において議論しておりまして、来年１１月には国際民間航空条約のＡＮＮＥＸ１０にこれが

盛り込まれますが、その改訂作業が行われております。 

 方向性はもう既に見えておりますので、それを踏まえて我が国における広域マルチラテレ

ーションシステム、略語でＷＡＭ、ワムシステムと書いてございますが、それについて審議

したものでございます。 

 次に、３ページに広域マルチラテレーションシステム、ＷＡＭシステムについての概略が

書いてございます。既に以前からマルチラテレーションシステムは導入されておりまして、

これはＩＣＡＯで平成２０年に規格が制定され、日本においては平成２１年から成田、羽田、

関空、千歳等、離発着回数の多いところで導入されております。これは従来、飛行機の位置

監視はいわゆるＳＳＲというレーダーでやっておりますが、ビルの影とか、あるいは航空機

が重なった場合には識別が難しいということがありますが、このマルチラテレーションシス

テムは、各航空機が搭載しております、衝突防止のために自分の位置を定期的に信号を発信

するトランスポンダというものを利用して、飛行場にありますＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄと書いてある

受信局で飛行機からのビーコン信号を受けることによって、いわゆる三角測量原理で位置を

検出しているものでございます。 

 これは航空飛行場の面内の位置を検出するものですが、これをさらに拡張して、飛行場の

近く、数十キロメートルぐらいのエリアを飛んでいる飛行機を、上空も含めて、高度も含め

て監視をしようというのがこの広域マルチラテレーションシステムです。そのために、対象

とする航空機の数が非常に増えること等がありまして、それから、具体的には管制官が目的

とする飛行機だけをなるべく識別したいということで、むやみにたくさんの航空機からのビ

ーコンが、例えば衝突、混信などが起きないように制御することが課題となっております。 

 その次の４ページに、航空機に搭載しているトランスポンダ、ＡＴＣトランスポンダとい

いますが、それはどんなような機能を果たしているのかと申しますと、これにはモードＡ、

Ｃ、Ｓというようなのがありまして、あとモードＡ／Ｃ一括というような呼び出し方法もあ

りまして、古い機種はモードＡ、これは単に識別信号を出していて、それを捉えるだけとい

う機能でございます。それからモードＣというのは、航空機が飛んでいる場合に、その高度、

高さの情報も付加して送信しているということで、高さ情報も分かるというものでございま

す。それからモードＳというのは、管制官のほうから特別にコマンドを送って、必要な航空
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機からのみの応答をキャッチするということで、こういうようなだんだん高度な方法が逐一

といいますか、時代とともに制定されてきた経緯がございます。このマルチラテレーション

システムでは、既に航空機が持っているモードＳという機能を使って位置の識別をしようと

するものでございます。 

 次の５ページには、その技術内容、今回、審議して、特に技術条件として反映させるべき

新しい課題についてまとめております。大きくは２点でございまして、１つはＡＴＣトラン

スポンダというのは既に色々なことに使っているわけです。衝突防止のみならず、いわゆる

ＳＳＲというレーダーからもその応答信号を使うというようなことなどで使っております

ので、新たにＷＡＭシステムを入れたことによって、またそこからコマンドで応答信号をも

らうというようなことになりまして、非常に頻度が上がるということで、規定がないとお互

いのＡＴＣトランスポンダからの信号が混信するという問題が出てまいりますので、むやみ

に信号は発生しないように抑えなければいけないという条件が必要になります。 

 そのことについては下の表の「①ＡＴＣトランスポンダ占有率」ということで、これは先

ほどのＩＣＡＯで既に議論が進んでおりまして、そこでもいわゆる位置の更新間隔ですね、

現在考えられているのは１秒ごとでございます。従来の方法ですと４秒ごとということです

が、上空を飛んでいる飛行機まで捉えるということで、４秒ですと相当の距離を行ってしま

いますので、１秒ごとということで考えられていますが、その１秒に対して２％を超えない

占有率ということで、２０ミリ秒以下ということでしょうか。幾ら頻度が高い場合でもその

程度ということでございます。 

 それからもう１つは、普通にやると対象となる航空飛行場の付近にいる全ての飛行機から

の信号が発信されるわけですが、それをもう少し絞って、応答を欲しい航空機だけを選択と

いいますか、大体エリアとか高度のある領域からの飛行機の位置情報をとるというふうに絞

ることによって、むやみに信号を出さないようにすることができます。それから、位置を絞

り目的のところだけ、もっとより詳細に見るということで、ウィスパーシャウト質問方式と

いう方法がございます。これは既に使われている衝突防止のときにも、やはり対象としない

ような飛行機からの応答信号は避けて、例えば直近だけの飛行機、あるいは中間的な距離の

飛行機、あるいは非常に遠方の距離の飛行機というふうに、大まかに３段階ぐらいに切りか

えて、エリアを指定してキャッチする方法があるわけですが、ＷＡＭシステムにおいてもこ

の方法を使うことにすれば、各航空機が既に搭載しているＡＴＣトランスポンダはこの質問

に対して答えるときの制御機能を既に備えておりますので、それが良い方向に利用でき、そ

れがちゃんと使えるかどうかの検証、そういうことを含めて検討したわけでございます。 

 今のウィスパーシャウト質問方式は技術的にはどうするのかということが、８ページの参

考２に書いてございます。にわかには理解しにくいかもしれませんが、大きくはここにあり

ますように、飛行機を中心に同心円が描いてございますが、比較的近い、近傍だけを見たい

場合、それからもう少し中域の、中間的な距離、それから遠方というところを切り分けて応

答信号を得るということでございます。 

 その信号の出し方として、右のところにありますように、そこにパルスが書いてあります

が、Ｓ信号、それからＰ１信号、Ｐ３信号というような信号の出し方をします。高さが微妙
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に違っております。まず、Ｓというのは少し弱い信号、それから、Ｐ１、Ｐ３が少し高いレ

ベルで信号を出すということですね。それで、ここにありますように、Ｓという信号がどう

いうコントロール情報になるかというと、このＳという信号がキャッチできた場合にはｎｏ

ｔの意味なのです。ですから、その後を無視するというか、そういうことで、そこにありま

すようにＳという信号がある一定のＭＴＬというレベル以下ということはｎｏｔではない

ということです。Ｐ１、Ｐ３という信号が一定のレベル以上に受信できた場合は、ここから

はちゃんと応答信号をとるということでございます。いずれも信号が聞こえない場合は何も

なかったということで、右側にありますように、中間、遠方というところは応答がないわけ

でございます。 

 それから、中間的な位置にある場合は、この信号レベルを、それぞれレベルを上げていき

ます。ＳもＰ１、Ｐ３もです。そうすると、近傍ではＳの信号も聞こえるようになってきま

すので、結局はｎｏｔの役目を果たしますので、Ｐ１、Ｐ３を要するになかったことにして、

近傍からは応答がないということになります。中間的なところは、今度は応答が出てきます。 

 さらに遠方に行くと、このＳはレベルが低いですから聞こえないということで……。失礼

しました、それからＰ１、Ｐ３も聞こえませんから、要するに何事もなかったということで、

応答がないわけです。そのようにして、今度はさらに遠方の場合には、全体にさらにＳのレ

ベルを上げるということで、Ｓのレベルが聞こえる航空機は応答しないということですので、

近傍とか中間は応答がなく、遠方の飛行機のみが応答すると。 

 こんなようなやり方で仕分けするということでございます。これらの機能を技術的な条件

としてきちんと制度化するということでございます。 

 あとは、６ページには諸外国における動向がございまして、既にこのようなシステムを入

れている、特にヨーロッパの国では非常に空港は混んでおりますので、多くの空港が採用を

始めております。 

 日本においては、羽田において２０１１年から実験をしているところでございます。それ

で、冒頭言いましたように、来年度、成田で発着便の増便を図るということで、来年度中に

はこのシステムを導入してスタートしたいということで、そのためにこの制度の策定が急が

れております。 

 ざっと以上でございます。 

○伊東分科会長代理  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明につきまして、ご意見、ご質問等ございませんか。 

○知野委員  すいません、最後のところの諸外国の状況なのですけれども、ヨーロッパを見

てもまだ余り入っていないような気もするのですけれども、今後、導入の見通しというか、

進捗状況はどのぐらいなのでしょうか。 

○三木専門委員  はい、ちょっと諸外国の空港のことを、私自身は余り詳しくないのですが、

これは事務局のほうからお願いできますか。 

○新井衛星移動通信課長  衛星移動通信課長でございます。 

 諸外国における状況でございますが、特にヨーロッパですとか、そういったところで既に

試験的に導入するような動きが見えておりまして、例えばオーストリアとかチェコとかでは
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かなりの広域のエリアでこのＷＡＭを入れているという状況になっています。そういう流れ

もあって、ＩＣＡＯでも技術的条件の内容が今年秋にほぼ固まりまして、来年秋に正式に決

定するというような状況になってございます。 

○知野委員  そうすると、いずれヨーロッパ全土に入ってくるような感じなのでしょうか。 

○新井衛星移動通信課長  恐らくＩＣＡＯで規定が確立できれば、かなりの国が導入すると

考えております。 

○三木専門委員  私もちょっと耳学ではあるのですけれども、ヨーロッパの場合、飛行場と

飛行場の飛行時間も３０分とか１時間程度で非常に短い。そうすると、離陸したと思ったら、

すぐ着陸するというようなことで、全て両方の空港から航空路をどう飛んでいるかもこのシ

ステムで見ることができるようになるため、ヨーロッパでは特に非常に導入の検討が盛んで、

導入の要求があると聞いております。 

○伊東分科会長代理  よろしいですか。他にご質問は。 

○吉田委員  ２件ほど簡単な質問をさせて頂きます。１件目は６ページの、今話題になりま

した諸外国の状況の説明の中に、覆域が８０ＮＭ程度と書かれているのですけれども、この

ＮＭというのは何か、お伺いします。 

○三木専門委員  これはノーティカルマイルですね。 

○吉田委員  ノーティカルマイルですか。ありがとうございます。 

 それから、８ページのところで、さっき、ウィスパーシャウト質問方式のご説明を頂いた

のですけれども、その中で、Ｓ信号のレベルに応じて近傍・中間・遠方と領域を分けるとい

うお話がありました。Ｓ信号のレベルの調整方法にもよるかと思うのですけれども、近傍・

中間・遠方の分け方が多分ボーダーエリアでは曖昧になって、２重に応答するところとか、

あるいは全く抜けてしまうとか、そういうことがあり得るのかなとちょっと心配になったの

ですけれども、このあたりはどうなのでしょうか。 

○三木専門委員  これはそんなに厳密なものではないと思います。当然、ですから、完全に

この領域のみとか１歩も出てはいけないとか、そういうのではなくて、大まかにかぶります

から、近傍と中間は当然かなりのオーバーラップがあるけれども、全てから応答があるより

は、自分の見たい覆域のところだけの応答をとるという大まかな仕分けになります。 

○吉田委員  なるほど。 

○三木専門委員  ここには３分割しか書いてございませんが、これは運用方法によって技術

的には相当の数、同心円上で２６段階ぐらいまで領域に分けて運用される可能性はあると聞

いております。 

○吉田委員  では、全く漏れがないようにうまく分けてあげるということですね。 

○三木専門委員  ええ、むしろ漏れがあってはいけないので、かなりオーバーラップしなが

ら見ていくということだと思います。 

○吉田委員  わかりました。ありがとうございました。 

○伊東分科会長代理  では、根本先生、どうぞ。 

○根本委員  すいません、最初の質問に追加でお伺いしたいのですけれども、６ページの図

のところにタスマニアは複数の空港を監視するとなっているのですけれども、タスマニアは
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かなりどこからも離れているので、これは非常に距離が離れていても監視するということな

のか、それともこれは違うところに※印がついてしまっているということなのか、どちらな

のか教えていただけますか。 

○三木専門委員  タスマニアには飛行場が幾つかあるのではないでしょうか。 

○根本委員  近くの複数の飛行場を監視することだ、ということになるわけですか。 

○三木専門委員  ええ。１つのシステムで複数の飛行場を監視するということではないかと

思います。 

○根本委員  なるほど。わかりました。 

○伊東分科会長代理  はい、では事務局、お願いします。 

○新井衛星移動通信課長  タスマニアの中には空港が複数ございまして、それを一括してＷ

ＡＭで見ているという意味でございます。 

○伊東分科会長代理  よろしいですか。 

○根本委員  すいません、もう１点よろしいでしょうか。 

○伊東分科会長代理  はい、どうぞ。 

○根本委員  ９ページの技術条件のところでは、２％未満とあるのですが、一方で５ページ

では２％を超えないとあるのですが、これは非常に細かい話なのですけれども、どっちなの

か。また、２％という数値の意味を教えていただけますか。 

○新井衛星移動通信課長  事務局でございます。今のＭＬＡＴのほうでございますと、ＡＴ

Ｃトランスポンダの動作時間に対して２％ということなので、余り厳密な意味で２％と規定

しているわけではございません。今回のＷＡＭでございますと、そのＷＡＭのシステムで信

号をいっぱい打ったりとかすると、先ほどＡＣＡＳとかレーダーとかそちらのほうに影響が

あるということなので、かなり質問信号の単位とする時間を、先ほどモードＳ信号で１秒と

いうお話がございましたけれども、それを厳格に規定した上で、そのうち２％という形で規

定をし直すということです。 

 それで、例を申し上げますと、例えばモードＳ信号の場合ですと、１秒間の中で２％とい

うのはどれぐらいの頻度に当たるのかということでございますけれども、モードＳ信号を４

００発発信すると大体２０ミリ秒占有することになりますので、それ以下に抑えてください

というような意味で、厳格にそこのところを規定するということでございます。 

○根本委員  ありがとうございました。 

○伊東分科会長代理  よろしいですか。 

○鈴木委員  その点で補足させてください。資料の１－２の１７ページを見ますと、②のと

ころで現行ＡＮＮＥＸが「more than 2 percent」を「２％以上」と訳していて、更新ＡＮ

ＮＥＸでは同じ文脈の「is greater than 2 percent」と訳しているので、どちらも「２を

超える」だと思います。ですので、現行ＡＮＮＥＸを「２以上」と訳したのが誤訳なのでは

ないでしょうか。 

○伊東分科会長代理  事務局、よろしいですか。 

○新井衛星移動通信課長  すいません、もう一度、お願いします。 

○鈴木委員  その点で補足させてください。資料の１－２の１７ページを見ますと、②のと
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ころで現行ＡＮＮＥＸが「more than 2 percent」を「２％以上」と訳していて、更新ＡＮ

ＮＥＸでは同じ文脈の「is greater than 2 percent」と訳しているので、どちらも「２を

超える」だと思います。ですので、現行ＡＮＮＥＸを「２以上」と訳したのが混乱の一因な

のではないでしょうか。 

○伊東分科会長代理  不等号にイコールが入るか入らないかということですね。 

○鈴木委員  すいません、細かいことで。 

○三木専門委員  余り厳密ではないと思うのですよね。 

○鈴木委員  そんな気がいたします。 

○三木専門委員  常識的にはそれよりもはるかに小さいところで運用するのが常識だとい

うところですね。 

○伊東分科会長代理  事務局から何かございますか。 

○新井衛星移動通信課長  今、ご指摘の点は、この訳のところを精査いたしまして適宜修正

させていただきます。 

○三木専門委員  統一性は必要だと思いますから、統一した表現になるよう確認します。 

○伊東分科会長代理  ありがとうございました。「以上」なのか「超える」なのかというこ

とで、不等号にイコールが入るかどうかというお話だと思いますが、今回の議論のポイント

はむしろ分母が従来よりもクリアになって、短くなったことかと。２％の基準になる分母が

短くなったというところがポイントなのかなと思います。 

○三木専門委員  全くそのとおりでございます。分母を規定してしまっているということで

す。 

○伊東分科会長代理  よろしいでしょうか。他に何か。では、服部先生、どうぞ。 

○服部委員  技術的限界がどこにあるかといいますか、今回、４秒から１秒になったという

ことで、同時に発着陸ですか、容量がより高まったということは非常に結構だと思うのです

けれども、要するに何が技術的限界で、あるものをクリアすればさらに今後もっとそれが同

時の監視が増えるかどうか。何をクリアすればさらに上げることができるか。あるいは、こ

れで十分だということで、今後はこういう運用で十分だということなのか。技術的な点で恐

縮ですけれども。 

○三木専門委員  私の理解では、従来４秒ぐらいで運用していたものを、飛んでいる飛行機

も対象にすると相当な距離を進んでしまうということで、１秒間隔で、余り短くすると先ほ

どのように頻繁に通信するものですので混信の機会が多くなるということで、１秒ならば今

の航空の管制運用上、それで十分だと伺っております。ですから、さらにそれを短くすると

いう議論は多分していないのではないかと思います。 

○服部委員  技術的にこれが限界なのか、あるいは。 

○三木専門委員  技術的な条件というよりも、これは飛行機の管制の運用の話と思います。 

○服部委員  管制するほうの問題で。 

○三木専門委員  ええ。４秒では長過ぎるということで、１秒間隔ぐらいで見たいというこ

とだと思います。 

○服部委員  はい、分かりました。 

9 

 



 

○伊東分科会長代理  よろしいですか。他にまだご意見ございますか。 

 それではご意見、ご質問が、これ以上ないということでございましたら、本件は答申案、

資料９９－１－３のとおり答申したいと思いますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○伊東分科会長代理  それでは、案のとおり答申することといたします。 

 先ほど事務局からございましたように、「以上」とか「未満」の点だけはもう一度精査し

ていただくことをお願いしておきたいと存じます。どうもありがとうございました。 

 ただいまの答申に対しまして、総務省から今後の行政上の対応についてご説明を伺えると

いうことですので、よろしくお願いいたします。 

○吉良総合通信基盤局長  総合通信基盤局長の吉良でございます。 

 本日は広域マルチラテレーションシステムの無線設備に関する技術的条件につきまして、

ご審議、答申を頂きましてありがとうございます。 

 広域マルチラテレーションシステムは、空港周辺を飛行する航空機の飛行位置を高精度に

把握するシステムでございまして、このシステムの実現によりまして、視認性の悪い状況に

おきましても航空機の同時離発着が可能となるため、空港の離発着数の増加につながるもの

と考えております。 

 総務省といたしましては、本日の答申を受けまして、それぞれ関係省令の改正等の必要な

手続に速やかに着手してまいりたいと考えております。 

 取りまとめいただきました三木主査を初め、各委員の皆様方には大変ご熱心なご審議をい

ただきましてありがとうございます。今後とも、情報通信行政に対しまして、ご指導、ご鞭

撻のほどをよろしくお願い申し上げます。 

 本日はありがとうございました。 

○伊東分科会長代理  どうもありがとうございました。 

 

 

 （２）諮問事項 

電波防護指針の在り方  【平成２５年１２月１３日付 諮問第２０３５号】 

 

○伊東分科会長代理  では、続きまして諮問事項に移りたいと思います。諮問第２０３５号

「電波防護指針の在り方」について、審議いたします。 

 本件につきましては、情報通信審議会議事規則第１０条第３項の規定に基づき、当分科会

に付託されております。 

 それでは、総務省からご説明をお願いいたします。 

○星電波環境課長  電波環境課長の星でございます。私から説明をさせていただきます。 

 説明資料は、資料９９－２－１が諮問書のコピーの写しとなっております。 

 それから、資料９９－２－２が諮問内容の説明資料になってございます。私からは資料９

９－２－２を使って説明をさせていただきたいと思います。それでは、資料をご覧いただき

たいと思います。まず１点目、諮問理由でございます。電波の人体への影響につきましては、
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電気通信技術審議会答申等におきまして、人体に影響を及ぼさない電波の強さの指針等、こ

れは電波防護指針と言っておりますけれども、これが定められているところでございます。

この電波防護指針で定められた指針値の一部につきましては、電波法令による規制として導

入されておりまして、これらによりまして我が国における電波の安全性を確保してきたとこ

ろでございます。 

 近年の動向としまして、電波ばく露から人体防護に関する国際的なガイドラインである国

際非電離放射線防護委員会の「時間変化する電界、磁界及び電磁界によるばく露を制限する

ためのガイドライン」、私どものほうでは国際的なガイドラインと呼んでおりますけれども、

この１９９８年版が、低周波電磁界領域について２０１０年に改訂されているところでござ

います。 

 こういう事情がありまして、総務省総合通信基盤局長の検討会であります「生体電磁環境

に関する検討会」を、今年の１０月に開催しましたところ、その中で最新の国際ガイドライ

ンを踏まえた電波防護指針の在り方について検討の必要性が提言されたところでございま

す。 

 このような状況に鑑みまして、電波の利用状況の変化を踏まえた電波防護指針の在り方に

ついて、情報通信審議会へ諮問を行うものでございます。ここで、「電波の利用状況の変化

を踏まえた」ということでございますけれども、具体的に申し上げますと、ワイヤレス電力

伝送システムが今後導入されるということで、本審議会でいろいろ議論されているところで

ございますけれども、ここで、自動車用に使われる周波数帯が１００ｋＨｚ以下のところを

想定しております。ワイヤレス電力伝送システムですので、相当なハイパワーで数キロワッ

トオーダーの電力を伝送するわけでございますけれども、そういうものとの関係も踏まえま

して、低い周波数の部分の在り方について諮問を行うという事情でございます。 

 それから２点目、答申を希望する事項でございますけれども、平成２６年１２月頃、来年

の冬を想定しております。それで、一部答申ということで、電波防護指針の低周波電磁界領

域の在り方についてご答申をいただきたいと思っておりますけれども、ここで一部答申と申

し上げたのは、先ほど国際非電離放射線防護委員会のガイドラインが低周波部分について改

訂されたというところがあるのですけれども、実は現在、高周波領域部分について見直しを

行っております。この高周波部分につきまして、平成２６年の後半もしくは平成２７年の早

い時期にその内容が改訂されることを見込んでおりまして、まずは低周波部分の一部答申を

いただいた後に、その高周波部分についてもご答申を頂きたいということでございます。 

 それから、答申が得られたときの行政的な措置としては、関係省令等の改正に資するとい

うところでございます。 

 それから、答申が得られたときの行政的な措置としては、関係省令等の改正に資するとい

うところでございます。 

 続きまして、２ページ目をご覧いただきたいと思います。参考１でございますけれども、

今の電波防護に関する規制の現状をまとめたものでございます。先ほど申し上げました電波

防護指針は平成２年に策定をして、平成９年に局所吸収指針を追加している状況でございま

す。この電波防護指針そのものは強制規格ではございません。ガイドライン的な位置づけに
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なっております。この電波防護指針の基準値を定める根拠となっているものは、人体に対す

る刺激作用と人体に対する熱作用でございます。おおむね１００ｋＨｚ程度以下では、熱作

用ではなくて刺激作用が支配的になります。１００ｋＨｚを超えると、刺激作用よりも熱作

用が支配的になるということになります。というような、そういう人体に対する知覚される

ような状況をまず基礎的な基準値としまして、そこに十分な安全率を見込んで防護指針が策

定されているところでございます。 

 この防護指針に基づきまして、電波法に基づく強制規制として、平成１１年に、左側の下

でございますけれども、電波の強度に対する安全施設の設置ということで、電波の強さが基

準値を超える場所に一般の人々が容易に出入りできないように安全施設、柵等の設置を義務

づけるということをしております。 

 それから、右側でございますけれども、人体頭部に吸収されるエネルギー量の許容値の遵

守ということで、携帯電話等、頭の側頭部で使われる無線装置に関しまして、人体頭部に吸

収されるエネルギー量の許容値を定めております。これは平成１４年６月から強制規格とし

て定めているものでございますけれども、最近では人体の側頭部以外に、Body-SARという言

い方をしているのですけれども、頭以外の部分に近づけて使用する機械、例えばスマートフ

ォンとかタブレット端末のようなものが世の中に普及しているということがあって、そうい

う体に対しての許容値を定めまして、来年４月１日から施行する状況になっております。 

 それから３ページ目をご覧いただきたいと思います。先ほどの国際非電離放射線防護委員

会をＩＣＮＩＲＰという言い方をするのですけれども、ＩＣＮＩＲＰのガイドラインと電波

防護指針の比較をしております。いろいろ細かい注がついているのですけれども、図のよう

な感じになっておりますが、電波の刺激作用を防止するための基準値について、電波防護指

針の値はＩＣＮＩＲＰガイドライン［２０１０］に比べて高い値に設定されています。高い

値に設定されているという意味は基準値が緩いという意味になります。これは指針値の根拠

となる刺激作用の閾値、人体に影響する閾値についてはほぼ同等であるという状況なのです

けれども、安全率や人体モデルの違い、ここに球体とか数値人体モデルと書いてあるのです

けれども、電波防護指針をつくったのは平成２年でございまして、このころは人体モデルに

関して精密な数値モデルはなかったので、球体モデルを使っていろいろと計算して許容値を

定めておりました。色々研究が進みまして、数値人体モデルというかなり精緻なものができ

てきているということがあって、こういうものを使って基準値を定めることになったという

のが違いの大きなところでございます。 

 ガイドラインの比較図がございますけれども、左側が電界強度、右側が磁界強度でござい

ますが、この赤い太線のところがＩＣＮＩＲＰガイドライン［２０１０］です。それにちょ

っと重なっているところで、赤い細い線がＩＣＮＩＲＰガイドライン［１９９８］です。そ

れから若干青色っぽいところが電波防護指針という形になっております。 

 私からの説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○伊東分科会長代理  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明につきまして、ご意見、ご質問等ございませんか。 

○前田委員  今のご説明は理解できたのですけれども、先ほどの説明の中にもありましたよ
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うに、今、いろいろなウエアラブルなものが増えているので、単に電話だけではなくていろ

いろな装置を体につけていくようなケースが増えていくのではないかと思うのですが、そう

いうふうに複数のデバイスの影響は今回の基準の想定に入っているのでしょうか。 

○星電波環境課長  Body-SARの関係で言いますと、仰るとおり、これからそういうウエアラ

ブル系、それからいろいろな無線機器が体につけられるようになってくるということで、今

回定めました基準も、１つの筐体に例えば無線ＬＡＮ、それから携帯電話等々、複数の電波

を出すものも想定して、そういう電波を総合的に考えて基準値を満足するようにしなければ

いけないということになっています。 

 それから、対象機器もこれから技術の進歩によって増えていくことがあれば、その対象機

器等についても増やしていくことになろうかと思います。 

○鈴木委員  今の前田委員のご意見、ご質問とも関係するのですが、我々市民生活の中で送

信機が身近にある機会が、どんどん増えているかと思います。今の事務局からのご説明の中

でも、自動車に対する充電とか、それにもワイヤレスが使われると。そのときに、私、とて

も大事なのは、きょうの資料９９－２－２の中の１ページですけれども、現在、国際的にこ

の審議をしているＩＣＮＩＲＰ、ここの議論が純粋に科学的立場から安全性を検討している

と。これが非常に重要だと思います。何が言いたいかというと、インターネットなんかで電

磁波、それの影響というようなことを調べますと、必ずしも科学的な根拠に基づかない不安

が広まってしまっていると思うのです。そうではなくて、しっかり世界的にもこういう科学

的な検討が行われていて、日本もそれに基づいた、最新の知見に基づいた新しい基準を常に

見直してつくっていっているのだと。そういったことを市民の皆さんにしっかり知っていた

だくと。これが非常に重要かなと思いますので、ぜひ、この諮問に対する答申が行われたと

きには、通常の手続以上に、やはり市民の皆さんにしっかり内容を理解していただくような

努力も必要なのかなと感じます。 

 以上でございます。 

○伊東分科会長代理  事務局、何かございますか。 

○星電波環境課長  仰るとおりだと思います。答申をいただきましたら、そういう周知活動

に関しては一生懸命やっていきたいと思います。 

○伊東分科会長代理  近藤委員、どうぞ。 

○近藤委員  近藤です。２ページ目に頭部横断面の分布のイラストがあって、何かどきっと

するのですけれども、携帯電話はとても料金が高かったので、みんな電話は用件だけで切っ

ていたのですけれども、最近、無料通話が非常に普及してきて、長電話をする傾向になって

きているように思いますので、長電話になっても影響は変わらないのかしらということを不

安に思っている人も増えているように思いますので、引き続き研究をお願いいたします。で

も、素晴らしいと思います。よろしくお願いします。 

○星電波環境課長  はい、承知しました。 

○伊東分科会長代理  他にご意見、ご質問ございますか。吉田先生、どうぞ。 

○吉田委員  私もこの案件は非常に国民の関心が高いところだと思いますので、ぜひこの答

申が出た暁には、周知広報をよろしくお願いしたいと思います。あと、もし影響があるとす
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れば、何が本当に影響するのか、例えば今、近藤委員から、通話時間の累積といいますか、

どれだけ長く電波を浴びれば、どれだけの影響が出るのかという話がありましたけれども、

その点に関心があります。この３ページの資料を拝見しておりまして、国際的な規格は１つ

だけなのですけれども、電波防護指針のほうは６分間平均のカーブと１秒間未満平均のカー

ブが両方書かれております。確かに、例え電波の強さの平均値が同じであっても、瞬時の値

で見ますと、大きく強いレベルから弱いレベルに、非常に大きく変動している場合と、場合

によっては非常に小さく変動している場合があり得ます。すなわち、平均値が同じであって

も、例えばすごく高いレベルを浴びる場合もあり得るわけです。従って、平均レベルと瞬時

的に見たレベル等が、複合的に組み合わせられて影響が出てくるのかなと何となく感じた次

第です。そういう意味で、この国際的なガイドラインはどこかその辺りの要素をうまく組み

合わせて単一のカーブになっているのでしょうか。防護指針のカーブが２本に分かれ、また

国際的なカーブとも差異があったため、その点が気になった次第です。 

○伊東分科会長代理  事務局、お願いします。 

○星電波環境課長  ご説明させていただきます。１秒間未満平均ということを考えたときに、

これは一般的には誘導電流による刺激作用を考えると、瞬間的にそういう基準値を設けない

といけないということと、それから６分間平均という言い方をしたときには、これは先ほど

の人体に対する影響の中の熱作用の部分でございます。６分間である程度エネルギーが吸収

されて熱に変換されるということがあって、国際的にも国内的にも６分間で熱作用について

は判断をしていると。平均作用で判断しているというところでございます。したがって、電

波防護指針のほうで６分間平均と１秒間平均という形でそれぞれ基準値が定められている

のは、今、先生が仰ったような理由、それから、今、私が説明した理由からによります。 

 それから、ＩＣＮＩＲＰのガイドラインも、［１９９８］のものと［２０１０］というも

のがオーバーラップしたり、一部上になったり下になったりしている状況があるのですけれ

ども、まず［１９９８］というガイドラインがあって、［２０１０］というのが低周波部分

に関して今回見直しをしたということで定められております。それから、先ほど申し上げま

したとおり、高周波部分についてはこれから見直しをしていくということがあって、そうい

う意味では［１９９８］のガイドラインと［２０１０］のガイドラインが若干不整合を起こ

しているという状況になっております。 

 ただ、いずれにしましても、今回、低周波部分に関しては国際的なガイドラインがもう決

まっておりますので、まずはここの部分について色々と判断していただきたいということで

す。そうすると、今の電波防護指針との関係において、どう扱っていくのかというところ、

あるいは境界領域的な部分もあるのかもしれませんけれども、そこをどう扱っていくという

ところが専門家のほうの検討に委ねられている事項だと思っております。 

○伊東分科会長代理  よろしいでしょうか。 

○吉田委員  そうしますと、国際的な指針というのは、熱と仰いましたので、６分間とかも

っと広い時間での熱作用を評価していると理解してよろしいのでしょうか。 

○星電波環境課長  はい、６分間平均のところは熱作用を見て基準を決めているということ

でございます。 

14 

 



 

○吉田委員  そうしますと、例えば、ＴＤＭＡという第２世代の携帯電話ですと、瞬時的に

相対的に非常に高い電力、パワーが出まして、あとは黙っているというか、非常にバースト

的なパルスを出すことを繰り返しています。すなわち、瞬時的には高いレベルが出ますが、

平均値で見ると結構低い。そういう時間的な変動は、世界的には余り影響はないと考えられ

ていると考えてよろしいのでしょうか。 

○星電波環境課長  人体に対する影響という意味でいうと、おおむね低周波部分に関しては

刺激作用が支配的で、高周波部分に関しては熱作用が支配的というような研究成果が出てい

るということがあります。したがって、低周波部分に関しましては刺激作用ということです

ので、非常に短時間な基準値という形で基準が定められているということです。 

 携帯電話につきましては、非常に高い周波数でございまして、ここではほとんど熱作用が

支配的になっているということでございますので、基本的には６分間平均での基準値が適用

されていることになろうかと思います。長時間の場合であっても、６分間平均ということで、

平均電力で人体に対する温度上昇は起こりますので、そういう意味では６分間平均の基準値

で決めていきますと、ある程度長時間使用しても、それ以上、体温の上昇にはつながらない

という状況になっております。 

○吉田委員  大体分かりました。確かに携帯電話は高い周波数ですので、低周波には該当し

ないのですけれども、ただ、低周波の領域であったとしても、平均値的には非常に低いにも

かかわらず、瞬時的に見ると非常に高い電波が出ているということは、あり得ますので、そ

の影響の有無が気になって質問させていただきました。 

○伊東分科会長代理  ありがとうございます。ほかに何か。相田先生。 

○相田委員  今回のこの諮問事項とは関係ないのですけれども、これからワイヤレス給電み

たいなものが普及してくると、身に持っていたものがたまたまワイヤレス給電の周波数と共

振してしまうというようなことがあると、非常に危険なことが起こったりするような可能性

があるので、そういうものに対する安全性の確保というのは、多分、総務省さんの管轄から

は外れるのではないかと思うのですけれども、どこかで検討しておられるのでしょうか。 

○星電波環境課長  そういう、皆様がいろいろなものを持っていて、そこに共振をしてたま

たま大きな誘導電流が流れて、それが人体に影響する可能性は排除できないと思います。ワ

イヤレス電力伝送の中でもちょっと心配しているのは、植え込み型医療機器、ペースメーカ

ーのようなものがどのくらいの作用、影響があるのかというのは、やっぱり検討すべき事項

だろうと認識しております。 

 ということと、それから、今回の周波数帯というのは特に低い周波数帯なので割と共振し

づらいのかなという感じがしております。もちろん、今後、高い周波数についての許容値を

検討するに当たっては、そういう共振の問題等も入ってくるのかなと思います。 

○伊東分科会長代理  よろしいですか。どうぞ。 

○相澤委員  少し細かな話になってしまうかもしれないのですけれども、人体のモデリング

技術がこういう安全性基準に影響を持つというのは非常に興味深くお伺いしたのですけれ

ども、ということは、この数値人体モデルの技術によって、個体、個人の違いですとか環境

の違いによって、基準そのもの、いろいろなシミュレーションによって今後細分化されると
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か、そういった可能性もあるのでしょうか。この人体モデル自体がそもそも国際標準なのか

等、もし分かるようでしたら教えていただけますでしょうか。 

○星電波環境課長  人体モデルそのものが標準化されているかどうかは承知していないの

ですけれども、ただ、日本でもＮＩＣＴのかなり精緻な人体モデルを使って、国際的に論文

等の中では貢献をしていて、そういう論文を、例えば先ほどご説明したＩＣＮＩＲＰのよう

なところが論文を査読して、その内容の妥当性を判断して基準値の妥当性を評価していると

いう状況になります。 

 そういう意味では、日本だけではなくて、ヨーロッパ、欧米等においてもこの数値人体モ

デルについてはかなり研究が進んでいて、今でもまだ進化中だと認識しております。かなり

高速のコンピューターを使って計算しているようでございます。 

○伊東分科会長代理  では、どうぞ。 

○根本委員  すいません、追加なのですけれども、その人体モデルというのは年齢によって

も大きく変わると思うのですけれども、例えば子供とかですと骨がまだ薄い、頭蓋骨がまだ

薄いとかということで大人とは同じでないということが、例えばイギリスとかでは議論にな

ったりしていたと思うのですけれども、そういうことも考慮されてガイドラインがつくられ

るという考え方でよろしいでしょうか。 

○星電波環境課長  人体モデルについては男女の問題、それから子供・成人の問題、そうい

うことを想定して、それぞれ色々研究してつくられると認識しております。したがって、そ

ういうモデルの中から生み出される許容値は、少なくとも最も悪いところ、そういう値でも

って許容値が決められていくと認識しております。具体的にはＩＣＮＩＲＰのガイドライン

もそういう形で決められていると認識しております。 

○伊東分科会長代理  よろしいですか。他にご質問ございますか。この件はなかなか難しい

問題をいろいろと含んでいるようで、総務省でもかなり長い期間ずっと検討会を続けておら

れるのではないかと思います。ぜひそういうところで最新の状況を精査しながら、議論を進

めていただければ良いかなと思います。 

 それでは、本件につきましては電波利用環境委員会において検討していただき、その結果

を報告いただいた上で、当分科会で審議し、答申をまとめることとしてはいかがかと存じま

すが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○伊東分科会長代理  ありがとうございます。それでは、その旨、決定することといたしま

す。 

 

 

 （３）報告事項 

① 諮問第２０３３号「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術的条件」（平成

２５年５月１７日諮問）のうち、「８０ＧＨｚ帯高速無線伝送システムのうち狭帯域

システムの技術的条件」の検討開始について 
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○伊東分科会長代理  続きまして、報告事項に移ります。 

 諮問第２０３３号「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術的条件」のうち、「８０

ＧＨｚ帯高速無線伝送システムのうち狭帯域システムの技術的条件」の検討開始につきまし

て、陸上無線通信委員会主査の安藤先生からご説明をお願いいたします。 

○安藤専門委員  それでは安藤からご説明申し上げます。資料９９－３になりますけれども、

検討開始のご報告です。この資料の後ろのほうにパワーポイントが印刷されていますので、

主にそちらの内容で説明させていただきます。 

 ８０ＧＨｚ帯の高速無線伝送システムは河川をまたぐ場所など光ケーブルが敷きにくい

ような場所に、光ケーブルなどを代替するシステムとして使われたり、また、高精細な画像

を送る非常に大容量の伝送を低遅延で送ることなどの目的で既に導入されております。こう

いうことを考えて、１Ｇｂｐｓ以上という非常に高速の伝送をこの無線で、しかも小型のも

のでカウントするような無線伝送システムとして、平成２３年５月に情報通信審議会の一部

答申を受けまして、１２月に制度化が行われています。 

 制度化されたそのシステムの概要をその下に書いております。（２）に記載してあります。

この導入をしたときは、この８０ＧＨｚという周波数そのものがほとんど使われていない状

況でしたし、とんでもなく広い周波数帯域ですね、上り下りそれぞれ５ＧＨｚ、合わせて１

０ＧＨｚという周波数帯域を、中身は、使い方は変調方式も規定しないし、周波数偏差の許

容値も規定しない。それで、占有周波数帯域幅だけを規定するというような自由度が非常に

大きい形で取りまとめました。周波数の利用効率という観点では余り詮索しないで、とにか

く使えるようにということで、非常に早く入れることを目的に議論したのを覚えております。

当然、将来、きっともう少し効率のいいものが入ってくるだろうということをそのときも想

定しておりましたので、課題として記載しておりました。 

 予想どおりなのですけれども、最近、情報通信サービスがどんどん進みまして、ＬＴＥ等

の移動通信システムの高度化など、技術開発の標準化が進められてきました。移動通信シス

テムの高度化に向けた非常に大きな動向ですけれども、トラフィックの増加への対応を効果

的に行うために、いろいろな周波数を合わせて使う。そのためにも大きいセル、小さいセル、

いろいろなものを組み合わせて使うヘテロジニアスネットワークという概念が今一番アカ

デミックにも議論されています。そういうふうなものを実現するために、この絵にあります

ように、基地局の制御部と小さい基地局が沢山分配されているものをつなぐ、それは無線部

が独立して置いてあるような非常に小さな基地局も合わせて使うような概念図ですけれど

も、こういうものを結ぶフロントホール回線とか基地局間を結ぶ回線、それからもともと大

容量通信が可能な８０ＧＨｚの特徴を生かしたようなシステムを利用するニーズがどんど

ん広まってきました。ヨーロッパで非常にこの熱が高いと聞いています。 

 この周波数帯のある意味では本格的な効率的な利用の実現に向けて、平成２４年３月にＩ

ＴＵ－Ｒにおいて帯域内のチャネルを細分化する規定が勧告化されたほか、９月には勧告に

基づいてチャネル配置で運用する無線システムの要求条件等も、ＥＴＳＩというヨーロッパ

の標準団体において策定されました。国際標準に準拠する機器のマーケットが既に立ち上が

りつつあります。この分野は日本の企業が非常に強い分野でもありますので、こういうもの
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のルールの整備もしようというのが今回の検討の対象です。狭帯域の８０ＧＨｚ帯の無線伝

送システムの導入に必要となる技術条件を検討するということです。 

 次のページに、主な検討課題として３つの項目があります。１つ目は、チャネル幅を狭帯

域化した場合の占有周波数帯域やチャネルの決め方ですね。それから、周波数偏差等につい

て検討を行います。ＩＴＵ－Ｒの勧告のＦ.２００６で規定されているチャネル配置の例が

示されていますが、今まではこれを１つ大きな箱で認めていたわけです。それを一番細かい

ものはその一番下にありますように、２５０ＭＨｚで１９にも分割して使うような案も含め

て、チャネル配置を規定していこうというものです。 

 ２つ目の項目として、既に導入されているチャネル幅５ＧＨｚ、ある意味ではゆったりと

使う従来のシステムと、今回導入しようとしている狭帯域システムと、混信等がないような

許容条件を検討する必要があります。また、細かく切ったときの横のチャネルとの共用の条

件を満足する必要もあります。それが２つ目の項目です。 

 ３つ目の項目として、これも常にある共用の議論ですが、８０ＧＨｚ帯で運用される全く

別のシステムがあります。従来のものとしては、幾つかありますけれども、例えば自動車の

レーダーとか衛星の業務、それから電波天文など他のシステムらとの周波数の共存の関係を

満足するような方式を検討するということが、３つ目の大きな検討課題になっています。 

 これらを議論するスケジュールを述べます。既に１１月１９日に開催された陸上無線通信

委員会のほうで調査を行う作業班の活動を再開いたしております。１２月４日から１月６日

までの間、これは現在進行中ですけれども、パブリックコメントを集めております。この意

見も反映した上で作業班の調査を進めて、来年５月の一部答申を目標として報告案を取りま

とめる予定をしています。 

 以上、この検討の概要をお話し、報告とさせていただきます。以上です。 

○伊東分科会長代理  どうもありがとうございました。ただいまのご説明につきまして、ご

意見、ご質問はございませんでしょうか。 

○近藤委員  災害時にとても頼りになりそうなので、すばらしいと思います。期待していま

す。 

○安藤専門委員  ありがとうございます。ただ、ミリ波ですので、雨等降ると少し減衰しま

す。災害時は非常に低い周波数を、極限まで有効利用しようという方策も、防災無線などで

は、検討していますけれども、これとは対照的に新しい高い周波数を広々と使い、高速通信

はこちらに任してくださいというようなシステムになっています。 

○伊東分科会長代理  では、服部先生、どうぞ。 

○服部委員  まず、電波の利用として、登録式なのか、あるいは届けといいますかね。具体

的な電波利用の形態として、多分シェアするバンドだと思うのですけれども、それがどうい

うことなのかということが１点と、その場合に、やはり共存条件として非常に重要なのはＴ

ＰＣ、いわゆる送信電力制御と干渉の検出といいますか、ＣＳＭＡという基本的な技術があ

るのですけれども、その辺の検討が必要だと思うのですけれども、ここに記載がないので、

その辺はどういうふうに考えられていますか。 

○安藤専門委員  電波の使える形態はどうなっていますか。 
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○森基幹通信課長  免許制です。 

○安藤専門委員  免許制ですね。ですから、一応管理はできるのですけれども、今仰ったよ

うな技術内容も含めて、この高い周波数での狭帯域のシステムは今回初めて検討することに

なるので、ご指摘の技術も海外の動向も反映した上で議論に入ってくるとは思います。 

 今仰ったような技術について、海外のもので明らかになっている部分がありましたら、事

務局より補足お願いします。 

○森基幹通信課長  よろしいですか。 

○伊東分科会長代理  どうぞ。 

○森基幹通信課長  まず、海外につきましては、我が国と違って制度についてはLightly L

icensedと言いますけれども、免許制ではなくて登録制としているようなところもございま

す。ただ、我が国では２年前の１２月に答申いただいたときには、免許制度として適用する

のが妥当というような答申を頂いておりまして、それに従って、今、免許制をとっていると

ころです。 

 それと、変調方式が多値化しますと、確かにご指摘のように降雨減衰の問題とかが生じて

くるわけですけれども、それに対応して出力方式を変更していくとか、そういった技術的な

部分についても、主査ご指摘のように今回の作業班、委員会の中でご検討していただくこと

にはなると思っております。 

○伊東分科会長代理  よろしいですか。 

○服部委員  以前、加入者無線方式で日本が規格をつくったときに、送信電力制御を入れま

せんでした。その後、海外のほうからは送信電力制御を入れることによって非常に有効利用

が図れるという提案があったのですけれども、残念ながらそれは日本で採用されなかった経

緯があります。 

 無線ＬＡＮについても、２.４ＧＨｚ帯については、あるいは５ＧＨｚ帯の一部について

は送信電力制御が入っていない場合もありますので、不要な送信レベルにより干渉を発生す

る場合があります。周波数有効利用上はここは非常に重要なポイントで、一旦入れないとい

うことで決めてしまうと後から入れるということはほとんど不可能なわけです。ですから、

ぜひ送信電力制御の検討とＣＳＭＡ等の干渉回避、そこはぜひご検討していただきたいと思

っております。 

○安藤専門委員  重要なご指摘だと思います。先ほどのパワーポイントのカバレージの絵で

いうと、例えば、割と大きいほうでも非常に小さくなっていて、例えば１キロオーダーで、

その中の小さいネットワークははるかに小さくなるような傾向にあります。そういう意味で

は、高い周波数の無線は長い距離ではなくて、割と短い距離で使用することが、ユーザーか

ら見ると魅力のある使い方だとなってくると思います。その場合でも今仰ったような技術を

入れて、周波数有効利用をはかる必要があります。一方、導入当時は相当高いものが入った

のですが、できるだけ安くという観点も入れなければ多分広まらないのではないかとは思っ

ています。機能に合わせ価格の点も考慮に入れて議論していきたいと思っています。 

○伊東分科会長代理  ありがとうございます。ほかにご質問は。吉田先生。 

○吉田委員  １点確認させていただきたいのですけれども、３ページに狭帯域化によるチャ
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ネル分配例が示されておりまして、最大では１９に分けて２５０ＭＨｚ幅とご説明いただい

たのですけれども、これはまだあくまでも１つの例と考えて、将来的にはもっと小さくした

り、いろいろなバリエーションも検討されるという可能性はあるのでしょうか。あと、言葉

としまして、２５０ＭＨｚ幅なんていうと普通はものすごい広帯域に見えるのですけれども、

一応８０ＧＨｚ帯ということで、“狭帯域システムの技術的条件”となっています。この狭

帯域という表現が、相対的には狭帯域というのはわかるのですけれども、２５０ＭＨｚ幅を

考えると、ちょっと気にはなりました。 

 そこだけです。以上です。 

○安藤専門委員  多分、この絵のとおり、従来のものに比してはるかに狭帯域という呼び方

は変えようがないのではないかなと思います。仰るとおり２５０ＭＨｚは広い帯域です。た

だし、今のシステムは５ＧＨｚのバンドで１.５Ｇｂｐｓを通すようなシステムが実在して

います。そういうふうなものを一刻も早く、２０倍もの周波数有効利用が図れるものに置き

換えて行きたい、その意味では、狭帯域化なのですね。この１つが大体１.５Ｇｂｐｓくら

い通るものですから、ミリ波の強みであり、２０分の１ぐらいに狭帯域化したものでも高速

に使えますよという商品がもう見えてきています。 

 それで、２５０ＭＨｚという帯域そのものは、例えばもう少し下の周波数、例えば３８Ｍ

Ｈｚとか４０ＭＨｚあたりでもそういう技術は今ちょうどはまりの技術で、１.５Ｇｂｐｓ

位は伝送できるというのが実現可能な技術目標で、学会レベルでも非常にいいターゲットに

なっています。 

 それから、６０ＧＨｚの無線ＬＡＮでも、２.１６ＧＨｚを１つで使っていて、広い帯域

を使っています。やっぱり、このミリ波の強みで、これでも狭帯域と呼ぶのではないかと私

は思っています。 

○吉田委員  ありがとうございました。 

○伊東分科会長代理  よろしいでしょうか。２５０ＭＨｚでも相当の大容量伝送が可能とい

うことですが、２５６ＱＡＭを使われるのでしょうか。 

○安藤専門委員  いろいろあります。たしか６４ＱＡＭぐらいで１.５Ｇｂｐｓぐらい通る

のではないかと思います。 

○伊東分科会長代理  そうですか。ありがとうございます。ほかにご質問は。廣崎委員、ど

うぞ。 

○廣崎委員  大変すばらしい切り込みだと思います。ぜひ、この８０ＧＨｚ帯、新規の開発

に向けて研究を進めていただきたいと思います。産業界としても、先ほど少しお話がありま

したけれども、特にＬＴＥ自体のモバイルバックホールの新たな決め手として、この帯域を

使うシステムは非常に重要だと思っておりますし、特に日本のようなヘテロジニアスネット

ワーク構成をいろいろ工夫して世界のいろいろな地域に応用できるようなバリエーション

を開発できる可能性のある国土の背景といいますか、この中で、ぜひ先ほどの送信電力も含

めて、システムのいろいろな最適化の可能性を追求していく。これが非常に重要だと思って

おります。したがって、先ほど来の電力の話も含めて、ぜひ技術検討を急いでいただければ

ありがたいと思っております。 
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○安藤専門委員  ありがとうございます。そういう形で、追補しますと、非常に重要な分野

で、逆にここはちょうど化合物半導体とシリコンのぎりぎりのところで、今シリコンは日本

ではなかなか難しい状況になっていますけれども、頑張りどころかなという気もしています。 

 いずれにしても、柔軟な案を作って欲しいとのご意見だと思いますので、その方向で努力

いたします。 

○伊東分科会長代理  どうもありがとうございました。 

 それでは、ご検討をどうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

② 諮問第２００９号「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」（平成

１４年９月３０日諮問）のうち、「医療用データ伝送システムの技術的条件等」の検

討開始について 

 

○伊東分科会長代理  次に、諮問第２００９号「小電力の無線システムの高度化に必要な技

術的条件」のうち、「医療用データ伝送システムの技術的条件等」の検討開始について、陸

上無線通信委員会主査の安藤先生、引き続きよろしくお願いいたします。 

○安藤専門委員  資料は９９－４、１枚で、その裏に説明があります。これも検討開始のご

報告をする内容です。本件は、やはり１１月１９日の陸上無線通信委員会で検討開始してい

るものです。具体的にはこの資料の裏面のスライドに、簡単なものですけれども、これを用

いて説明させていただきます。 

 医療用データ伝送システムの導入に係る経緯から説明いたします。現在でもこういうふう

なシステムは使われています。体内の植え込み型データ伝送システムは平成１７年に制度整

備がなされ、４０２ＭＨｚから４０５ＭＨｚの３ＭＨｚだけですけれども、この周波数を利

用して主に医療機関で心臓のペースメーカーと体外の制御装置などの間の通信、生命維持装

置という意味で、非常に決定的に重要な場面に使われています。 

 これに加えて、もう少し高度利用を図るので、上と下にもう少し周波数を足すというのが

今一番の技術の検討の課題です。４０２ＭＨｚから４０５ＭＨｚでなくて、その上下に少し

周波数を持つということが多分検討のゴールだと思っております。 

 今、この医療用のデータ伝送システムは、先ほどの生命の維持に直結するものばかりでは

なくて、病気の診断であるとか色々な体調の変化とかの管理のために、脈拍などをはじめと

して、さまざまな体内のデータの収集を目的としたものや、これをその外にあるものでモニ

ターしたりするというような使い方がどんどん多様化しています。米国や欧州においては既

に制度化されておりまして、我が国でも導入するように、周波数を少し増やした形で検討し

ようというものです。 

 医療用のデータ伝送システムの具体的な概要は、左下のほうに小さいのですけれども、書

いてあります。この太い点線で囲まれたものが今回の検討対象となります。１つ目の例は、

体内に植え込んだ、この左下にありますちょっと細長いようなものですけれども、こういう

機器が体内に植え込んでありまして、脈拍等のデータを収集して、このデータを体外にある
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モニターに無線で伝送しまして、将来はこれがネットワークを介して自動的に医療機関につ

ながるというような、こういう病院の診断にも役立てたりするものです。 

 ２つ目の例としては、この上のほうにありますけれども、体内ではなくて体表に装着する

ような機器、例えば血糖値を図るグルコースセンサーで現在の血糖値をモニターしまして、

そのデータを無線により、やはり体表に設置してあるインシュリンポンプに伝送して、必要

に応じてこれで自動的に注射したりするようなものを想定しています。 

 こういうようなことをすると、治療そのものも含めて、患者がいちいち病院に出向かなく

ても診断ができたり、そういう治療ができたりすることができるということで、このことを

高度化と呼んでおります。 

 今回のこの検討内容について説明しますが、医療用のデータ伝送システムは米国、欧州初

め、世界５０カ国以上で既に制度化されております。導入はこれからのところもありますけ

れども、我が国へ導入するに当たっても、既にこれら使用している国々との国際的な整合性、

この装置のもちろん国際的な流通ということも考えますと、整合性も考慮した上で、技術的

条件や既存の無線システムとの共用条件について検討することとしています。ただ、検討の

内容というのは、具体的には周波数でいいますと、今までは、これはこれからの検討の内容

ですけれども、想定されますのは上下にあと１ＭＨｚぐらい追加するようなことをまず検討

しようということであります。 

 検討のスケジュールとしては、陸上無線通信委員会で１１月１９日に検討を開始しており

ます。それで、平成２６年３月に一部答申をできるよう、検討していこうと考えております。 

 若干簡単ですけれども、このような内容でご報告させていただきました。以上です。 

○伊東分科会長代理  どうもありがとうございました。それでは、ただいまのご説明につき

まして、ご意見、ご質問ございませんでしょうか。前田先生。 

○前田委員  今回、医療用データという形になっているのですけれども、ここから先、多分

福祉とか介護とか、そういうような意味でデータ収集する、医療まで行かないかもしれませ

ん、いろいろな体の調子のデータを収集することが増えてくると思うのです。そうすると、

医療とその他との境目がだんだんなくなってくるようなところもあると思うのですけれど

も、今回の技術的条件に関して医療とそれ以外とで何か変わるようなことが起きてくるので

しょうか。 

○安藤専門委員  例えばですけれども、体内と体表と体外とで技術的には大分違うと思いま

す。ですから、そういう用途に応じて当然新しく検討しなくてはいけないことはどんどん検

討していかなくてはいけないと思いますし、今仰ったのは、例えばウエアラブル機器なんて

いう名前でいろいろなものが出てきます。ジョギングしているときにどうするとか、ちょう

ど携帯電話は今タブレットになったように、使い方が変われば指針も全部変わる、技術的な

内容も変わりますので、そのたびごとにやらなくてはいけない。それで、多分体のそばで使

うようなものですと、ほとんど、かなり出力が小さいものが中心にはなろうかと思いますけ

れども、いろいろな、例えば特定小電力とか、小電力の機器というのは用途ごとにたしか今

制度化が非常にきめ細かになっています。移動体検知センサーであるとか、防犯用であると

か、クレーンを動かすためとか。ですから、今は少なくとも用途ごとに入っていて、その中
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で、今、医療で議論したうち、特に先ほどの３ＭＨｚに関してはこれが止まると多分生命に

関わるというような意味で、ここと重ねて使うことをできるだけ避けなくてはいけないとい

うことで、今回の検討は１ＭＨｚですけれども少しそれを避けた格好で周波数を用意してと

いうのが一番の背景にあります。 

 そのような形ですから、ものが出てくるとやはり検討していかなくてはいけない。もう少

し広い目で一般的なルールができれば、それに越したことはないと思います。私は今、そん

な認識でいますけれども、事務局の方でもいかがでしょうか。 

○布施田移動通信課長  移動通信課でございます。現在の想定では、体内に機器を埋め込ん

で使うということで、医療用機器を想定にしております。ですので、今回も電波法に基づく

技術基準の整備はいたしますが、実用化までには医療機器としての認可を取るという作業も

今後必要になってくるものでございます。収集したデータをまた介護の分野に使うとか、そ

れはまた運用面での拡張の検討だと思っております。 

○伊東分科会長代理  他にご質問ございますか。よろしいでしょうか。 

○吉田委員  １点、よろしいですか。 

○伊東分科会長代理  どうぞ。 

○吉田委員  いよいよ体内埋め込み機器が使われる時代になったということで、そういう時

代になったのかなと非常に感慨深いものがあります。確認させていただきたいのですけれど

も、無線タグの場合にパッシブなタグとかアクティブなタグというのがありましたが、こう

いう埋め込み機器の場合はやっぱりアクティブなものだけなのでしょうか。あるいはパッシ

ブで、外から電波を照射して情報を取り出す方式もあるのでしょうか。 

○安藤専門委員  私も専門ではないのですけれども、聞いていまして、やはりデューティー

比とか何かで電池の持ち時間とかということですから、間違いなくアクティブだと思います。

ただし、頻繁には変えることができませんので、たしか５年間持つかどうかとか、そんな議

論をしていたと思います。ですから、基本的には微弱ですけれどもアクティブです。 

○吉田委員  パッシブなんかの可能性もあるのですか。 

○安藤専門委員  パッシブにするためには、やっぱり外から強い電波を当てなくてはいけな

いから、いかがなものでしょうか。あり得るかもしれませんけれども。 

○布施田移動通信課長  アクティブです。 

○吉田委員  わかりました。 

○伊東分科会長代理  よろしいでしょうか。 

○服部委員  よろしいですか。 

○伊東分科会長代理  はい、どうぞ。 

○服部委員  体内に埋め込むということで、外からの妨害といいますか、干渉に強いことが

私は必要だと思うのです。昔作ったシステムは割合とその辺のイミュニティが弱かったので、

例えば携帯電話はここでは使わないでくださいとか、いろいろ言われています。今後、電波

利用は非常に広がっていますので、ぜひ干渉に強いといいますか、そういう妨害に強いシス

テムをぜひ検討していただきたいと思います。 

○安藤専門委員  そこの共用条件というか、むしろこれは優先的に、干渉を受けないように
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という配慮で進めていきたいと思います。ありがとうございました。 

○伊東分科会長代理  よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございました。それでは、検討のほう、よろしくお願いいたします。 

 以上で本日の議題は終了いたしました。 

 皆様から全体を通して何かございますか。 

○廣崎委員  話が遡って恐縮なのですが、前半の電波防護の話に絡むのですけれども、例の

原子力の一件で一般の人のこういうものの人体に対する影響に対する不安といいますか、非

常にばらつきが大きくなって、必要以上に不安をあおっているところもございますよね。そ

れで、そういったこともありますので、ぜひこれをいい機会に、この電波防護に関すること

については、先ほどの人体モデルの話も含めて、国際的な最新の情報をできるだけオープン

にしていくといいますか、そういったこともぜひ工夫しながら進めていただきたいなと。そ

うすれば、もともと日本国民全体は科学技術に対して非常に高い信頼度を持っていたのに、

今、崩れているのですよね。これをもう一度回復するためにも、ぜひできるだけの先端情報

の公開性といいますか、これにご尽力いただければありがたいと思います。 

○伊東分科会長代理  何かございますか、事務局。 

○星電波環境課長  仰るとおりだと思います。私どものほうでも、先ほどの例えばＩＣＮＩ

ＲＰのガイドライン等と、それから国際的な知見に関しましては、例えばＷＨＯの情報も含

めて、総務省だけではなくて、経産省の外郭団体も含めて両方ともセットで取り組んでおり

ますので、今後もさらに一層取り組んでいきたいと思います。 

○伊東分科会長代理  ありがとうございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 ほかに何かございますか。 

 では、事務局から何かございますか。 

○倉橋管理室長  事務局は特にございません。 

 

閉  会 

 

○伊東分科会長代理  それでは、本日の会議を以上で終了させていただきます。 

 次回の日程につきましては、確定になり次第、事務局からご連絡させていただきますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上で閉会といたします。ありがとうございました。 
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